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研究課題名 防災ランドスケープによる鳥取県土緑の強靭化計画実施手法の研究 

研究結果 

国土強靭化計画における緑が担う役割を、鳥取県土全域の緑を対象にしたリスクマネジ

メントの解明と防災技術の構築と位置づけ、「鳥取県土全域における緑の強靭化研究」が

本研究の到達点とした。初年度は資料収集、基礎調査、委員会での議論、ヒアリング、そ

して先進事例調査を行い、問題点と課題を整理した。 

研究方法は、当初計画では鳥取県土の自然社会条件をGISによるデータ作成を試みたが、

工期的な制限を受け、文献収集、事例調査、ヒアリング調査を重視することとした。 

「文献調査」においては阪神・淡路大震災、東日本大震災などの災害系論文を50編程収

集分析した。その結果、都市計画、造園緑化、コミュニティデザイン、自然再生、伝統技

術、環境創造、流域、国土計画などの視点から、今後の緑の強靭化計画の大局的な方向性

として「生態環境都市」を導いた。 

「委員会」では調査方法、緑の構造力学の考え方などについて議論した。その結果「災

害に強い景観は美しい景観」という指摘を受け、コミュニティとランドスケープの関係性

について新たな知見を得た。これは人口減少、過疎化と今日の社会趨勢と風景との関連を

指摘するものであった。また調査範囲が鳥取県土全域を捉えるのは作業量が多く、オーバ

ーワークになる恐れがあることから、調査エリアを絞るべきとの指摘を受けた。 

「事例調査」では佐賀県神崎市の城原川調査、長崎市水害復興調査、東北平泉などの調

査を行った。その結果、先人が考案した治水技術が今日機能し、現場ではダム建設推進派

と対峙し、社会問題になっていることを明らかにし、江戸時代から続く遊水地の伝統技術

の有効性を確認した。また土砂崩壊現場では植生は回復したものの、竹林などを見て、必

ずしも地滑りに有効ではない自然再生の現状を確認した。しかし、地盤強化の技術は土木

的な技術が機能していると思われた。 

「ヒアリング」は学識者、行政、実務家などに行った。その結果、メッシュアナリスト

は輸入され40年程経過し、人口減少などの社会構造の変化により、新たなニーズが出てき

たので、その方法論の考案を強く指摘された。こうした計画は我が国の国土形態が「流

域」を基本とするゆえに調査範囲を流域に限定すべきと指摘され、「流域治水」の重要性

を学んだ。 

「東日本大震災の復興現場」では緑の防波堤が整備されていたが、海岸沿いという環境

劣悪地においての苗木植栽は海水と潮風による被害を受け、緑化の難しさが明らかになっ

た。また、河川、農林の技術が優先され、造園行政の力及ばずのところが確認され、わが

国の縦割り行政の弊害を直視した。 

阪神淡路大震災関係者による「明石会議」を開催し、行政、学識者より、緊急時の救援

システムの確立、被災者の心のケアなどのソフトプログラムと、兵庫県が総合防災公園を

整備し、その計画とマネジメントについて知見を得た。 

 



研究成果 

研究成果は次の通りである。「文献調査」から学んだ「生態環境都市」とは、今後人口

減少時代を迎える中、自然が育んだ流域の資源が循環し、持続性の高い地域都市空間の構

築を狙うものであることがわかった。 

「流域」については、かつては流域国土形成論が叫ばれたが、決して有効策が試みられ

たとは言えない。そこに、存在・利用機能に見る緑の有用性に気付いた。目標は災害時の

モーメントを緑が吸収し、遮炎機能を持ち、また、その空間が災害時の利用空間になりう

ることがわかった。そして、緑は自然が豊かなことから、生物多様性にも寄与することが

わかった。今後は、この二面性を追究し、その調和像を明らかにする。 

「委員会」からは根本的な調査方法についての路線変更を示されたことが大きな成果で

あった。とりわけ、メッシュアナリストの試みについては鳥取県では、未だ行われておら

ず、その期待が大きいことを確認した。また、リスクマネジメントの理念、基本方針、そ

してハザードについてまとめることができた。 

「事例調査」では、改めて伝統技術の有効性を確認するものの、経済優先主義の社会趨

勢が根付く風潮は変わらないことを確認した。また、緑にとどまらず土木、建築技術との

併用が重要であることを認識した。 

「ヒアリング」では緑の強靭化の多様性について、新たな認識を持った。具体的には流

域下流部の市街地の緑は庭、公園などの人工的なもので、そこにはデザイン、人間の行動

などの人文学が関わること。流域中流部は農用地が多いことから生産の緑と位置付けら

れ、農学が基本になること。また流域上流部には山々が連なることから、自然林、生産林

が存在することから治山、林学、生態学がベースになること、などの知見を得た。 

次年度研究

計画 

平成 28 年度の研究は、本年度の研究成果を受けて、①緑の構造力学の確立、

②流域を捉えた適正な総合政策の策定、③今日の社会構造に適したメッシュアナ

リスト法の確立に視点を置く。 

研究方法は、引き続き、国内外の事例調査を実施し、海外ではドイツの防災緑

地調査を実施する。また、分析では、メッシュアナリストの精度を高めるため

に、データの高度処理ができるパソコンとＧＩＳのソフトなどを整備する。併せ

て委員会を継続し、シンポジウムを開催する。 

研究の視座は次の通り。「緑の構造力学の確立」については、建築・土木領域

における倒木、地滑りなどの計算事例を収集分析し、緑の構造力学流用の可能性

を探る。注目すべきは建築材料力学における剪断・曲げモーメント計算の応用

で、その手法を解明する。 

「流域を捉えた適正な総合政策の策定」は、生態環境都市創造を標榜し、流域

治水と津波防止、身近な自然とのふれあいに視点を置く。そこには人間が起居す

る上で安全、安心、循環、快適、並びに生き物に優しい都市空間のあり方を究明

する。対象は、鳥取西部の母なる川「千代川流域」に着目する。 

「メッシュアナリスト」については、分析要因の新たなニーズである、コミュ

ニティ、災害、景観などを加える。 

委員会の節目に「シンポジウム」を開催する。基調講演に東京都市大学教授、

コメンテータ等で活躍される造園家涌井雅之氏を招き、「千代川流域における生

態環境都市づくり」をテーマとし、学識者、行政、専門家、学生などが参加して

パネルディスカッションを行う。  
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平成 27年度 防災ランドスケープによる鳥取県土緑の強靭化計画実施手法の研究実績 

                             公立鳥取環境大学 環境学部 中橋 文夫 

1. 研究の背景 

 昨今のわが国を襲う自然災害を概観すると、阪神・淡路大震災、東日本大震災、広島の

土砂災害、茨城県の鬼怒川堤防の決壊などがある。 

 鳥取県を見ると、鳥取市は昭和 17年に地震に遭遇、10年後には大火が襲い、まさに市域

は廃墟と化したのである。また、千代川は暴れ竜と呼ばれる程、洪水を頻発し、鳥取市は

水害に悩まされてきた。それから歳月は流れ、今日国土強靭化の時代を迎え、ならば「緑

の強靭化」があるのではとひらめき、本研究に着手した。 

2. 研究の視座 

一つは「緑の構造力学の確立」である。阪神・淡路大震災、東日本大震災を経験して、

緑の工学的な研究が十分ではないことに気付いた。そこを構造力学として明らかにする。 

二つは私たちが起居する都市環境の行く末をどのように見るかであろう。国土を大局的

に捉えると、川の流れにより大地が形成されたことから「流域」と表され、上流、中流、

下流からなる。そこの「エコシステムとソーシャルシステムが調和する政策」を考える。 

三つは流域を対象にしたランドスケーププランにおける「メッシュアナリストの精査」

である。ただし流域には市街地部の庭・公園等の緑、農用地の生産のための緑、山間部の

自然の緑等、目的、用途、規模、構造が異なることから従来のメッシュ法ではマッスの平

均値ゆえに評価が難しい。ゆえに新たな方法を究明する。 

3. 研究内容 

本年度の研究は資料収集、分析、委員会の運営、事例調査、ヒアリングなどからなる。 

「資料収集」においては 50編程の震災関係の論文を収集し分析した。その結果、公園の

緑には遮炎機能、地滑り防止機能、津波軽減機能、建物崩壊防止機能、根の緊縛作用によ

る転倒防止機能、緑のまちづくり、コミュニティデザインなどを明らかにした。また東日

本大震災の津波復興の緑の防波堤事業において、その主導権が河川、農林に奪われ、公園

の技術力が阻害され、行政の縦割り社会の歪を見せつけられた。 

 「委員会の運営」においては、調査範囲を鳥取全土にするのはあまりにも面積が広すぎ、

大変な労力を要すると指摘を受け、流域の重要性を知らされたことから、調査範囲を鳥取

西部の千代川流域とした。 

 「事例調査」では、佐賀平野を流れる城原川では遊水地と野越し、霞堤、受堤の現場か

ら流域治水の原論を明らかにした。長崎水害の大規模な地滑り地では竹林、二次林の植生

回復を確認したが、地域住民から管理が大変ゆえに除伐せよとの声がかかり、自然再生と

植物管理並立の難しさを実感した。 

 「ヒアリング」では災害の専門家、造園の学識者、ＩＴ技術者に意見を求め、メッシュ

アナリストの新たな視点、今後の都市計画において重要な自然資源を活かした「生物多様

性」と「防災」の並立と聞き、具体策として「生態環境都市」の方向性を明らかにした。 


